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中国企業が低価格製品で世界市場を席捲する
と同時に，短期で製品の生産能力の拡大に成功
した一因は，企業改革や市場経済移行による企
業自主性の向上にあるであろう。生産技術の面
を見ると，中国企業のものづくりと独自のイノ
ベーションが，製品競争力の構築において，大
きな役割を果たしているといえよう。
２００６年からスタートした中国の「第１１次５カ
年計画」では政府がイノベーションによる産業
技術レベルの向上を提唱している。しかし，政
府系の研究機関は高度な研究開発を行っている
ものの，実用化の経験やノウハウの蓄積が少な
く，独自で実用化するには時間を要する。現状
では中国企業が多くの分野で外資系企業の技術
に依存し，ライセンス契約による多額なロイヤ
リティーを支払っている。しかしながら，技術
の輸入だけでは，産業と企業の持続的成長を保
証するものにはならない。また，中国企業は外
資系企業による「技術陳腐化戦略」の罠に陥る
リスクに注意する必要がある。
米サブプライムローン問題に端を発した２００８
年の世界金融危機は，国際市場の低迷や中国国
内経済成長の鈍化につながり，中国企業の経営
に大きな影響を与えている。中国政府は２０１０年
末までに４兆元（約５５兆円）規模の景気刺激策
を発表し，内需型経済成長を図っている（０８年
１１月）。
現在中国企業は，労働力コストの上昇，人民
元高，激しい国内市場競争などの問題に直面し，
生産コストの削減と生産性の改善，製品や技術
のイノベーションなどに取り組んでいる。それ
ぞれの企業が自社の発展段階・経営環境に適応
したイノベーション戦略を実施することは，企
業の成長を左右する。本稿では，中国企業のイ
ノベーションプロセスを分析し，中国電気・機
械企業のイノベーション事例を考察する。
１ イノベーション論の概観
イノベーションの研究については，シュンペ
ーターをはじめ，様々な研究成果が公表されて
いる（表１）。それら学説を概観すると，イノ
ベーションの研究領域が経済・社会の発展と共
に，技術のイノベーションから，企業経営，社
会全般のイノベーションへ移行しつつあったこ
とは明らかである。
シュンペーターはイノベーションを「新結合
の遂行」と定義し，具体的には，①新しい財
貨・新しい品質の財貨の生産，②新しい生産方
法すなわち当該産業部門において実際上未知な
生産方式の導入，③新しい販路・当該産業部門
が従来参加していなかった販路の開拓，④原料
あるいは半製品の新しい供給源の獲得，⑤新し
い組織の実現，独占的地位の形成あるいは独占
の 打 破 の５つ が 挙 げ ら れ る（Schumpeter
［１９８０］：邦訳１５２頁）。シュンペーターのイノベ
ーション論の核心は，新たに組み合わせること
によって現状を破壊し，新たなものを生み出す
１９１
ことであり，イノベーションが経済変動の原動
力であるとする点にある。
戦後，軍事技術が産業技術に転換しはじめ，
民生用製品の研究開発が活発化し，シュンペー
ターが戦前に提示したイノベーション論は，よ
うやく重視されるようになった。当時，「イノ
ベーション」の定義は「技術の革新」として論
じられていた。日本において，「イノベーショ
ン」は１９５６年度の『経済白書』に「技術革新」
と訳されていた。
１９６０年代から１９７０年代にかけて，イノベーシ
ョンに関する研究は技術進歩による経済発展の
視点に限らず，企業経営や社会学など，多数の
分野で行われるようになった。ドラッカーは著
書『現代の経営』で，初めて企業経営とイノベ
ーションの役割に言及し，その後，シュンペー
ターのイノベーション論を発展させ，企業成長
と経営管理の視点で新たなイノベーション論を
展開した。
イノベーションの発生誘因について，シュム
クッラーは多数の発明事例を分析し，シュンペ
ーターと同様の見解を示している。彼によると，
研究開発の進展につれ，イノベーションが需要
に牽引される形で発生し，発明の誘因は科学的
発見に刺激された新技術の実用化ではなく，経
済活動に関連があった（schmookler［１９６６］）。
１９６０年代の後半までには「大企業が技術イノ
ベーションの担い手である」と一般的となって
いた見解がある（Galbraith, John Kenneth
［１９５２］）。大企業しかイノベーターとなること
ができないという主張の理由は，技術イノベー
ションの展開に伴うコスト，様々な分野に渡る
研究開発と企業の市場支配力などの点にある
（Coombs［１９８７］）。
OECDの報告書によると，一国のイノベーシ
ョン能力を決定する本質的要素は一国の需要規
模と強さではなく，技術イノベーションの市場
需要に即応できるような企業的・組織的・技術
表１ イノベーションに関連する学説の系譜
研究分野 主な研究者（論点・主張）
イノベーションプロ
セスと技術変化
シュムクッラー（発明とイノベーション），エノス（プロセスの改良とイノベー
ション），トーマス（技術変化と企業の関係），クライン（ＫＩＴＳ面と連鎖モデ
ル），アッターバック（イノベーションのダイナミックスのモデル），アバナシー
（生産性のジレンマ），クリステンセン（破壊的イノベーション），ステフィック
（ブレークスルーのイノベーション）
イノベーション効果
と経済成長
シュンペーター（新結合，創造的破壊），ガルブレイス（寡占大企業の組織），星
野芳郎（技術革新と経済発展），Ｃｏｏｍｂｓ（イノベーションと企業規模の関
連），マンスフィールド（プロセス・イノベーション），グロスマン（内生的経済
成長），後藤晃（イノベーションモデル図）
イノベーションと企
業経営
ドラッカー「イノベーションと起業家精神」，チェズブロウ（オープン・イノベ
ーション），アウー（分散型イノベーションシステム） ，フォン・ヒッペル
（リード・ユーザー論），寺本（パワーイノベーション論），米倉誠一郎（イノベ
ーションと経営戦略）
イノベーションの創
出と組織（産業集積）
マーシャル（産業集積），ポーター（クラスター論），Badaracco（知識連鎖），伊
丹敬之「場のマネジメント」，野中郁次郎（暗黙知と知識創造），ボトキン（ナレ
ッジコミュニティ）
イノベーションの発
生・普及
ロジャーズ（イノベーションの普及），ムーア（キャズム），アージリス（学習の
解釈枠組み）
出所：筆者作成
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的・人的・物的資源がその国に存在することに
あると主張している（OECD［１９７１］：７６頁）。
１９７０年代から１９８０年代にかけて，日本の電
気・自動車産業が目覚しい成長を遂げ，日本企
業の漸進的・改良型イノベーションも次第に注
目されるようになった（明石［２００２］）。アバナ
シーはフォードの自動車工場の事例研究を通じ
て，「生産性のジレンマが存在する」を解明し，
クラインは日米の「社会技術システム」の相違
による生産システムの格差を検証した（Aber-
nathy［１９７８］，Kline［１９９０］）。当時からイノベー
ションが製品と製造工程の２側面で論じられ，
イノベーションの発生・普及プロセス，経営組
織・戦略とイノベーションの創出など，多数の
イノベーション研究が行われている。
日本におけるナレッジ・エコノミーとイノベ
ーションの研究は，知識創造理論および「場」
の研究になる（野中［１９９６］：９３頁）。「場」とは，
人々が相互に観察しコミュニケーションを行い，
相互に理解し，共通の体験をする，その状況の
枠組みのことである。場を機能させることによ
って組織を経営していく「場のマネジメント」
が必要である（伊丹［１９９９］）。
１９９０年代の半ば以降，イノベーションを創出
するための温床として，産業クラスターの研究
が登場した（Poter［１９９２］）。実際，クラスター
はベンチャー企業の育成や産業集積の競争力向
上などの役割を果たしている。また，産業クラ
スターは組織間の「戦略同盟」により，「知識
連鎖」を形成し，企業はグローバル範囲で知識
のネットワークを張りめぐらし，合弁事業やラ
イセンス契約を通じて，企業の成長を図る
（Badaracco［１９９１］）。アジアの産業クラスター
とイノベーションの展開について，世界銀行は
評価の姿勢を示し，イノベーションの創出を期
待している（Yusuf［２００２］）。
２０００年以降，多数のイノベーションの研究の
中，イノベーションの創出をめぐって，「破壊
的イノベーション」（Christensen［１９９７］），「オ
ー プ ン 型 イ ノ ベ ー シ ョ ン（Chesbrough
［２００４］）」と「ユーザー主導型イノベーション」
（Hippel［２００５］）が注目されている。
イノベーションに関連する研究が沢山あり，
ここではごく一部を取り上げている。その理論
の流れを通じて，イノベーション論の範囲が
「技術進歩と経済成長」の視点から産業発展，
企業成長，そして，「政治政策，社会発展，経
営の視点」まで，次第に拡大していることを明
らかにしている。
２ イノベーションの潮流
（１）ブレークスルーなイノベーションとイン
クレメンタルなイノベーション
イノベーションのタイプは多種多様であり，
一般的に論じられているイノベーションは大ま
かに，ブレークスルーなイノベーションとイン
クレメンタルなイノベーションの２類型に分け
ることができる。ブレークスルーなイノベーシ
ョンは，ドラスティックな革新であり，既存の
もの・機能を突破する根本的な革新である（ベ
ル研究所によるトランジスタの発明）。一方，
インクレメンタルなイノベーションとは，根本
的な革新から出発し，常に現場で地道な改善を
重ねて達成された要素が，根本的な革新に加わ
って，生まれた斬新的革新である（トヨタのカ
ンバン方式など）。
この２種類のイノベーションの実現は，いず
れも従来の固定概念と先入観を突破し，大胆な
発想と現場実験を行う起業家，現場作業員によ
って初めて可能となる。シュンペーターが定義
した「新しい財貨，販路，素材，組織」がブレ
ークスルーなイノベーションの範囲内であり，
シーズからの非連続型イノベーションである。
中国企業のイノベーションプロセス
１９３
また，「新しい生産方式」はインクレメンタル
なイノベーションであり，「必要から生まれた
発明」，ニーズ型・漸進型のイノベーションで
あると考えられる（一橋大学イノベーション研
究センター［２００３］）。
アバナシーは，技術のイノベーションのタイ
プをマトリックスによって４つに分類している
（Abernathy［１９８３］：邦訳１９３頁）。第一は既存
の技術体系を破壊し，画期的，まったく新しい
市場を開拓する「建築的イノベーション」と名
づける。第二は技術的には既存技術を用いなが
ら，既存概念・技術体系を洗練，拡張する「追
加的イノベーション」である（真空管のイノベ
ーションによる電球の進化）。第三の「市場創
出段階のイノベーション」は，新しい市場を獲
得するために，既存の技術を再編して従来の製
品と市場のつながりを変えてしまうものである。
また，既存の市場に対して新しい技術の適用を
行うのは第四の「革命的イノベーション」であ
る（IBMの System／３６０コンピュータ）。つまり，
既存の技術体系を破壊するような技術体系であ
りながら，既存の産業の競争条件を根本的に変
えてしまうことになる。
このように，既存技術体系を破壊する第一，
第四タイプはブレークスルーなイノベーション
であり，既存技術の使用・強化による第二，第
三タイプはインクレメンタルなイノベーション
であると考えられる。産業の脱成熟化の過程は
保守的な技術刷新から破壊的な技術への移行は
「追加的イノベーション」段階から「革命的イ
ノベーション」段階へ移行という形をとるのが
一般的であると指摘した（Abernathy［１９８３］：
２００頁）。
（２）オープン・イノベーション
イノベーションのプロセスは，①企業が R&
D投入からはじめ，市場動向と研究動向（大
学・ライバル他社）を注目しながら，情報の獲
得による効率的な研究開発を行う，②生産設備
や販売網の整備などの補完資産が新しい技術知
識と組み合わされてイノベーションは実現する，
③イノベーションを実現する企業は創出した利
益をさらに研究開発に投入し，再びイノベーシ
ョンの創出を推進する，などの段階にある（後
藤［２０００］：４１頁）。しかし，このタイプのイ
ノベーションは２０世紀には大企業中心に大きな
成功を収めたが，いつまでも有効なイノベーシ
ョンプロセスになるとはいえないであろう。
チェズブロウは従来型のイノベーションを
「クローズド・イノベーション」と呼び，その
イノベーションの特徴は自ら研究開発費を投入
し，アイデアを発展させることにあると述べた。
「オープン・イノベーション」とは，アイデア
は社内，社外問わず生まれ，そのアイデアが社
内，社外を問わずマーケットに出て行くことを
意味する（Chesbrough［２００４］）。「オープン・イ
ノベーション」が提唱する社内研究開発の新し
いあり方は，①社外の知識を見つけ，理解・選
別する，②社外の知識では欠けている部分を社
内で開発する，③社内と社外の知識を統合し，
新たなシステムを創造する，④社内で有効に活
用できる研究成果を社外に出し利益を得るとの
点にある（Chesbrough［２００４］：６５頁）。したが
って，「オープン・イノベーション」は研究部
門の役割を変化させ，知識創造をするのみなら
ず，知識結合も重視するのである。
上記のイノベーション研究を通じ，イノベー
ション戦略の実施は社内の「集中」から社外の
「選択」へ移行する傾向を明らかにしている。
近年，米国企業では大学，ベンチャー企業を柔
軟に選択し，積極的に共同開発が進んでおり，
シリコンバレーはその典型例である。かつての
技術の共同開発は企業相互の弱みを補うことや
異分野の企業や技術の組み合わせなどを特徴と
１９４
していた。しかし，オープン化している研究開
発は「オープン・イノベーション」の一環とし
て，多様な形で進行している。
しかし，外部資源の利用や Open Sourceを代
表する「オープン・イノベーション」は技術面
においてメリットが大きいが，企業自らの技術
力低下や技術の占有不可との弱点をもたらして
おり，さらにビジネス面における差別化困難や
競争の激化などの問題を生じるのである（加藤
［２００５］）。
企業は R&D投資の長期化とオープン化する
研究開発による企業競争力低下との矛盾に直面
し，自社の発展段階，コスト，リスクに加え，
長期的 R&D戦略を構築する必要がある。した
がって，オープン・イノベーションとクローズ
ド・イノベーションの２者を融合するイノベー
ション戦略（社内資源と社外資源の合理的配
置）を検討すべきであろう。
表２に示すように，外部資源の利用や Open
Sourceを代表する「オープン・イノベーショ
ン」は技術面において，メリットが大きいが，
企業自らの技術力低下や技術の占有不可との弱
点をもたらしており，さらにビジネス面におけ
る差別化困難や競争の激化などの問題を生じる
のである。加藤は最近の R&Dアライアンス・
アウトソーシングを，基盤技術開発型，規格制
定型，委託研究型などの研究組合タイプ，技術
補完型，協調型，インフラ技術開発型，技術公
開型などの個別共同研究タイプと Open Source
タイプを分類し，技術とビジネスの面における
各タイプメリットとデメリットを分析した（加
藤［２００５］：１０６頁）。
業界をリードする企業は，ブレークスルーな
イノベーションのみに注力すると，開発時間の
長期化により，後発企業の模倣に太刀打ちでき
ず，市場競争からの敗退や成長を鈍化する可能
性もある。一方，長期的技術の蓄積と現場改善
システム下で，随時的に革新が生まれ，後発企
業の模倣に対する競争優位を維持することが可
能となる。
後発国企業が先進国の製品を模倣すれば，先
進国の革新者にとって独占力の期待存続期間は
短くなる。しかし，イノベーションを行おうと
する誘因への模倣の直接的な負の効果は間接的
な正の効果によって相殺される（Grossman&
Helpman［１９９１］）。つまり，先進国の製品が市
表２ Ｒ＆Ｄアライアンス・アウトソーシングのメリットとデメリット
ビジネス面 技術面
メリット デメリット メリット デメリット
内製 ・ビジネスコントロ
ール
・ビジネス機会の損
失
・投資リスク大
・技術力の維持と蓄積
外部資
源利用
・ビジネス機会の確
保
・早期参入・リスク
低減
・差別化困難
・同質的競争の激化
・相手からの学習
・開発速度，品質向上
・開発リスクの低減
・社内資源の節約
・技術力の低下
・調整コスト
・技術の専有不可
Open
Source
・標準化の前駆
・潜在購買層の拡大
・企業イメージの向
上
・コントロール困難
・直接の収益確保不
可
・知識と人材の集積，利用
・技術水準と開発速度向上
・コミュニティからの学習
・プロジェクトの無償評価
・技術の占有不可
出所：加藤［２００５］より作成
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場に存在する間に，模倣は先進国企業に対する
利潤率を高めることになる。バラエティーを拡
大することにおいて，模倣率の上昇は代表的な
新しいバラエティーに対する事前の期待利潤を
高め，したがって，イノベーションの誘因を高
めることになる。
３ 中国企業のイノベーション
中国企業は，先進国の既存技術を利用し，模
倣からスタートしたが，いったん資本，裾野技
術と基礎技術の蓄積が一定のレベルに達した場
合，自社の技術・資金の再配置を設計し，新た
な競争戦略を構築し始める。先進国企業と競争
する際に，中国企業がどのようなイノベーショ
ンプロセスを選択すべきであろうかという問題
を改めて検討する必要がある。
（１）中国企業イノベーションの現状
中国では，中央政府クラスの研究機関や大学
の研究成果を実用化させるために，１９８０年代の
初めから技術産業化の外部環境を整備するため
のプロジェクトを実施した。「８６３計画」は技術
開発プロジェクトの実施による技術向上，ハイ
テク産業発展のインフラ整備などを狙っていた。
また，１９８８年に実施された「火炬計画」の目的
は，全国的に展開するハイテクパークを中心に，
国家クラスの大学科学技術パークやインキュベ
ータなどを展開し，研究成果の実用化を図るこ
とにある。２０００年以降，中国政府は，「ハイテ
ク企業」の認定や「創新型企業」の育成事業を
通じて，イノベーション型経済成長を目指して
いる。
中国のハイテク産業は１９９０年代半ばから成長
し始めた。ハイテク企業数は２００６年末に製造業
全体の６．３％を占めているが，売上高は製造業
全体の１３．３％に達した。ハイテク企業規模別の
R&D投資比率をみると，大企業が近年，約７％
前後の年間平均 R&D投資比率で推移し，イノ
ベーション能力を構築しつつあることが分かる。
それに対して，中小企業は，技術のイノベーシ
ョン力と R&D投入額の不足，従業員に対する
奨励システムの不備などの問題点に直面してい
る（『中国高技術産業発展年鑑２００７』）。
また，中国企業が「高新技術企業」（ハイテ
ク企業）に認定されれば，様々な優遇政策を享
受することができる。主な認定条件としては，
①電子情報，バイオ・医薬，新材料などの１１分
野に属し，②短大卒以上の技術者が企業全体の
３０％以上（製造業，サービス業が２０％以上），
ハイテク技術製品の研究開発者が全体の１０％以
上，③企業の年間 R&D／売上高比率が５％以上，
④ハイテク技術とハイテク製品の合計売上高は
全体の６０％以上，ハイテク分野における新設企
業の資金投入は全体の６０％以上，⑤企業の主要
管理者が自社製品の研究開発を熟知する専任職
員であることがあげられている１）。
中国科技部は２００６年に「創新（イノベーショ
ン）型企業」プロジェクトを実施し，研究開発
経費，発明特許数，新製品（技術，サービス）
収入，全労働生産率，イノベーション構造と管
理などの５指標の審査を通じて，２００８年に「創
新型企業」９１社を認定した。「創新型企業」と
は「自社製品の知的所有権，知名度が高いブラ
ンド，国際競争力を有し，技術イノベーション
で企業成長を維持する企業」を指している。こ
うした「創新型企業」は，R&D投入額が２００７
年に８２９億元（２００５年の１．５倍）になり，１社当
たりの R&D/売上高比率が６．７４％に達し，全国
大・中型工業企業平均値（０．７７％）の９倍とな
った。現在中国科技部はテスト企業２０００社に
「創新型企業」プロジェクトを実施し，国際競争
力を有する企業５００社の育成を計画している２）。
中国企業（大中）の研究開発投入は上昇しつ
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つあるが，依然として水準が低い。２００６年の全
国大中企業のうち，研究開発部門を設ける企業
は全体の２４％に過ぎず，R&D売上高比率は０．７６
％となり，先進国と大きな格差が存在している
（表３）。また，技術導入を見ると，海外から
の技術輸入額が国内技術購入額を大幅に上回り，
中国国内全体の技術イノベーション力の弱さが
露呈している。分野別の中国ハイテク企業 R&
D投入については，技術改善の投入額が最も多
く，海外技術の導入額が上回ったが，技術吸収
の投入額は比較的少なかった（図１）。
中国国家統計局は「中国企業の新製品・新技
術における研究開発の投入は研究開発費の２４％
に過ぎず，既存製品技術の改善や製造工程の効
率化に注力している（図２）。イノベーション
の成果による収入は売上高に対する貢献率が低
く，わずか１割しか占めなかった」と企業の研
究開発の実態を示した３）。要するに，中国企業
の競争力向上のプロセスとしては，まず海外か
らの技術導入によって技術の格差を縮め，そし
て獲得された技術を改善し，それを自社製品の
イノベーション能力に結びつけることであると
考えられる。
（２）中国企業に適応するイノベーション
改革開放以降，中国企業は外資企業から技術
図１ 中国ハイテク企業の分野別Ｒ＆Ｄ投入状況（億元）
出所：『中国高技術産業発展年鑑２００７』より作成
図２ 中国企業のイノベーション活動・成果
出所：国家統計局『企業創新専門項目調査』より作成
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を導入し，巨大な市場需要に応じて，少品種大
量生産を行った。一部の企業は，外資製品の代
理販売や委託加工を通じて，資本の蓄積と技術
の獲得を図った。当時，資本・人材・経営ノウ
ハウ不足という制約条件下で，研究開発に偏る
戦略を採るとしたら，長期的投資は続けられず，
企業経営において大きなリスクが存在した。特
に，需要が大きい中国市場において，まさに作
れば売れる時代であり，むしろ限られている資
金を効率的に運用し，資本の蓄積が優先である
と多くの経営者は判断した。
中国国有企業の場合，一部の企業トップが自
分の任期内に業績を最大限にあげるため，長期
的な事業計画と R&D投資より，むしろ短期的
に収益を上げることが重要であると考えられる。
また，民営企業は国有企業より迅速な意思決定
ができ，他社製品の物真似で素早く市場に参入
することが可能である。結果的には，企業が短
期的な利益を追求することによって，価格競争
に陥りやすく，研究開発と製品イノベーション
における長期的な技術蓄積ができなくなる（湯
［２００６］）。一方，多くの企業は，外資企業の技
術に依存する限り，ライセンス料を支出しなけ
ればならず，低収益率の罠から脱出することが
できないという問題を抱えている。
中国企業の経営者は製品の技術力では勝負で
きず，むしろ市場の需要と市場変化に注力せざ
るをえない。限られた自社資源を考慮し，いか
に消費者のニーズに応じる製品，人気がある製
品を安く早く作り，素早く消費者に供給するこ
とがこうした経営者の課題であり，おそらく後
発する中国企業における最適の戦略であろう。
ブレークスルーなイノベーションは常に驚き
の事実をもたらし，経済成長，産業発展を根底
的に変化させる可能性があり，あらゆる企業の
「最終目標」になるといっても過言ではないだ
ろう。しかし，そのイノベーションのみを追い
求めていたのであれば，大きなリスクを抱える
ことになる。一方，企業現場で管理と技術を工
夫することにより，長期的な技術蓄積と日々の
連続的な改善を行うことによってインクレメン
タルなイノベーションが生まれる。
中国はブレークスルーなイノベーションを創
出するために，基礎研究をいかに行うかという
問題に直面している。基礎研究は，特別な応用
を直接に考慮することなく，新しい知識の獲得
自体を目的として行われる研究を意味する。周
知のように，基礎研究による成果の創出は長期
的な資本の投入が必要となる。企業は，①ブレ
ークスルー研究への研究経費を打ち切るときに
起こる，②研究費を出し続けたのにイノベーシ
ョンを起こせなかったときに生じる，との２つ
表３ 中国大・中工業企業のＲ＆Ｄ活動状況の推移（２００２～２００６年）
２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
Ｒ＆Ｄ投入額（億元） ５６０ ７２１ ９５４ １，２５０ １，６３０
Ｒ＆Ｄ／売上高比率 ０．８３％ ０．７５％ ０．７１％ ０．７６％ ０．７６％
海外技術導入額（億元） ３７３ ４０５ ３６８ ２９７ ３２０
技術吸収額（億元） ２６ ２７ ５４ ６９ ８２
国内技術導入額（億元） ４３ ５４ ７０ ８３ ８７
特許申請件数 ２１，２９７ ３１，３８２ ４２，３１８ ５５，２７１ ６９，００９
発明特許保有件数 ９，３８８ １５，４０９ １７，９８８ ２２，９７１ ２９，１７６
出所：『中国統計年鑑２００７』より作成
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の「ブレークスルージレンマ」を抱えている
（Stefik［２００６］）。また，IT技術の普及や３次
元設計の発達，部品の標準化，モジュラー型生
産などによって製品ライフサイクルが短縮化さ
れつつあり，開発した技術は素早く商品化し，
市場に投入しなければならない。中国がようや
く開発した技術はすでに陳腐化され，イノベー
ション価値の創出ができなくなる可能性がある。
さらに，基礎研究によるアイデアの創出が可能
であるが，その技術に関連する分野や裾野産業
の遅れによって，ブレークスルーなイノベーシ
ョンはなかなか創出しにくい。したがって，ブ
レークスルーなイノベーションの創出が中国企
業発展の初期段階において，決して有効な戦略
とはいえず，高いリスクが潜んでいると考えら
れる。
一方で，インクレメンタルなイノベーション
の創出は既存技術，ノウハウを習得したうえに，
現場の改善力が必要になる。多くの企業はブレ
ークスルーなイノベーションの創出より，むし
ろすでに発見された知識を利用し，実用化の可
能性を確かめる応用研究，また，既存のモノの
改良を狙いとする開発型研究に力を入れている。
こうしたイノベーションを実現するためには，
長年，現場経験を重ねる技術者，多能工，さら
にそれらの人材で結成されるチームワークがよ
り重要になる。たとえば，日本企業が戦後，米
国から多数の技術を導入し，吸収・学習したう
えに，基礎研究を行いながら現場の改善を通じ
て，多くのインクレメンタルなイノベーション
を創出した。しかし，中国華南地域の事例をみ
ると，出来高払い制度は従業員の高い離職率を
もたらし，現場技術者の育成や人材の確保を制
約しているといえよう。
すなわち，企業のイノベーション戦略は，主
に企業のポジション（製品・技術など），技術
経路（固有の技術軌道），組織プロセス（部門
間の学習の統合）との３要素によって決定され
る。そのうち，技術経路とはイノベーション戦
略の鍵になり，企業が蓄積した能力に応じて，
さまざまな経路が開かれるのである（Tidd
［２００１］：４４０頁）。
（３）「集成型」と「ミックス型」イノベーション
中国企業のイノベーションプロセスを考察す
ると，「集成型」イノベーションと「ミックス
型」イノベーションの段階が見られている。
「模倣製品」とは先進国や他社が開発した製
品の構造・形を参考しそのままコピー，あるい
は部分的に改造して加工する製品のことであり，
オリジナリティーを持たない特徴がある。クラ
インは産業の幼年期（成長期）におけるイノベ
ーションの焦点が低コスト，高品質，顧客ニー
ズになると主張している。しかし，中国は需要
の拡大を背景にし，産業の成長期において，量
産規模とコストの優位を確立することがより重
要になり，また，ローカル企業は，先進国製品
の模倣から市場に参入し，技術力とイノベーシ
ョンの能力を持たない現状である。一方，グロ
スマンの研究が示したように，後発国の模倣に
よる先進国のイノベーションの誘因を高めるこ
とになる。そうすると「模倣製品」は常に知的
財産権問題や技術の陳腐化問題に直面している。
「集成型製品」づくりは，先進国や他社製品
に対し，リバース・エンジニアリング４）を行い，
構造と機能を解析する。そして，得られた情報
を利用し，社内で製品の構造・機能設計を行い，
必要な部品を寄せ集め，最後に組立て・仕上げ
る。こうしたプロセスは一見して寄せ集めの製
品づくりになるが，実際には一つの能力である。
模倣製品は他社製品を何も工夫せず，そのまま
製造し，レベルが低いものづくりである。一方，
「集成型製品」は一つの学習プロセスを示し，
得られた知識の蓄積を利用することによって，
中国企業のイノベーションプロセス
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自らのものづくりが可能になる。
フォン・ヒッペルはユーザーのニーズからイ
ノベーションの発生事例を分析した。その論点
を考えると，後発国の企業は，他社製品の解析
に注力する同時に，市場ニーズを考慮した製品
作りに力を入れるべきであろう。すなわち，
「模倣製品」と比べ，「集成型製品」は低コス
ト部品の採用，部品点数の削減による製品構造
の設計，概観設計のオリジナリティーなどの工
夫が特徴になる。
ドラッカーの研究開発３ルートの定義に基づ
き，既存製品，プロセス，サービスを利用し，
次の新製品，プロセス，サービスを創出する段
階は「展開」の段階に位置づけることができる。
つまり，「集成型」イノベーション段階よりさ
らにレベルが高い段階はイノベーションの段階
になると論じられている。一方，クリステンセ
ンは既存製品の性能の削減，低価格化，機能の
簡素化などの改善を「破壊的イノベーション」
として規定している。その概念を軸に，後発国
が既存製品の構造と機能を探知したうえで，簡
素化した製品機能に対応する技術を開発し，ロ
ーエンド市場向けの製品を創出することは一つ
のインクレメンタルなイノベーションである。
したがって，リバース・エンジニアリングし
た製品に対する構造や機能の改良を焦点に置き，
基本的に自社の技術を利用し，一部の外部技術
を加えて，新しいものを創出することは準「オ
ープン・イノベーション」であり，「集成型」
イノベーションであると考えられる。そのイノ
ベーションで創出した製品において，知的財産
権を有するデファクト・スタンダートが確立で
きれば，アバナシーが強調した「ドミナント・
デザイン」になる可能性は十分ある。ただし，
「集成型」イノベーションのリスクは既存製品
の技術に対する改良や新たな技術標準・規格の
設定ができるにもかかわらず，コア部品を構成
するユニットやパーツおよびその他の関連技術
を他社に依存せざるえないことになる。
上記の「集成型」イノベーションは，すでに
開発した製品に対する解析と学習をベースにす
る開発活動である。一方，「集成型」イノベー
ションのプロセスを通じ，知識を吸収・学習し
たうえに，さらに，外部から獲得した情報，ノ
レッジ（コア技術）を内部化し，新たな結合を
生み出すことができる。結果的に，新しいコン
セプトを発見し，「ミックス型」イノベーショ
ンの創出につながるといえよう。「ミックス
型」イノベーションは「集成型」イノベーショ
ンより，高い技術レベルに到達し，やがて自前
製品の開発能力を構築している。特に，市場応
用型製品が素早く発見・設計・開発されること
は，研究開発におけるコストダウンや新製品に
よる新たな価値創造が享受でき，より高い収益
が得られると強調したい。
「ミックス型」イノベーションはチェズブロ
ウが提唱した「オープン・イノベーション論」
に近いプロセスを持っている。ただし，前者は
「いいものを持って来い」，「いいとこ取り」と
いう前提で，とにかく優れているもの，またイ
ノベーションの創出につながる可能性があるも
のを組み入れる志向が強いといえよう。
表４に示すように，中国企業は，市場誕生期
において，外資製品の模倣からスタートした。
その同時に多数の参入企業に作られた模倣製品
が市場に蔓延し，まさに「安かろ，悪かろ」の
イメージであった。そして，市場成長期になる
と，一部の企業は模倣製品づくりの限界を意識
し，製品のスペックや製造技術を吸収・学習し
たうえで，製品作りに関連する技術分野の選定
と応用研究，先行企業の既存製品を改良した製
品づくりなどを行った。この種のイノベーショ
ンが「集成型」イノベーションとして挙げられ
る。しかし，先行企業が新製品を投入すること
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によって，既存製品市場の縮小と既存技術の陳
腐化をもたらしており，「集成型」イノベーシ
ョンがいち早く限界になる。
一方，技術と経営ノウハウの蓄積が一定的レ
ベルに達する企業は，素早く市場ニーズを洞察
し，市場への新製品の投入を計画する。また，
開発チームによる市場ニーズ型製品の構造設計，
外観設計，応用研究を行いながら，自社が持た
ない技術は外部の研究機関と提携，委託研究な
どの形によって解決し，部品調達は産業集積と
インターネットを活用し，コスト・品質・納期
にわたって多数のサプライヤーから最適の部品
を選択する。さらに，スピーディに市場応用型
製品を投入した後，徹底的に販売戦略を実施す
ることによって，製品の市場浸透を図る（湯
［２００７］）。この時期において，成功する企業は
自社能力と外部資源を融合させる「ミックス
型」イノベーションを採用したといえよう。
４ 中国企業のイノベーション事例
中国企業の発展プロセスをみると，それぞれ
の企業は自社の発展段階によって，異なるイノ
ベーションプロセスを実施している。ここで取
り上げる家電・電子，自動車産業の企業６社は
いずれも同業界における強い競争力を擁してい
る（表５）。こうした企業のイノベーションに
ついては，①中小企業が基本的に「集成型」イ
ノベーションを採用する，②コア部品の外注と
国有企業の技術資源を活用する，③市場ニーズ
に適応する製品を作る，④技術力・資金力の蓄
積段階から「ミックス型」イノベーション段階
へ移行する，などの特徴が見られる。
以下では，「集成型」イノベーションと「ミ
ックス型」イノベーションの視点に基づき，そ
れぞれの企業のイノベーションプロセスを検討
する。
（１）中小部品メーカーの事例―他社製品の模
倣からスタート
温州光源電器有限公司は１９９５年に設立され，
MCBと ELCB（漏電遮断器）を含む低圧電器
の輸出を指向するメーカーである（２００６年３月
訪問，売上高７００万米ドル，従業員３５０人）。起
業当初，製品技術を獲得するために高い報酬で
上海華東開関廠からエンジニアをヘッドハンテ
ィングした。また ABB社やシーメンズ社製品
のサンプルを購入し，デザインや電路など優れ
表４ 中国企業のイノベーションプロセス
市場誕生期 市場成長期 市場成熟期 市場転換期
イノベーション類型 ― 集成型 ミックス型 インクレメンタル
技術の特徴 技術の模倣 既存技術の改良 外部技術の融合 技術の蓄積
市場競争 作れば売れる 価格の競争 製品投入の速さ 技術の競争
品質 悪い 普通 良い 高い
製品開発 他社製品の模倣 他社製品の改良 自主開発 自主開発
コア部品 外注 外注 外注，内製 内製
製品利益率 高い 普通 低い 高い
イノベーションの
担い手
外部からの技術者 外部からの技術者
外部のＲ＆Ｄ機関
と自社技術者
自社技術者
出所：筆者作成
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るところを取り入れ，特許を避けながら社内で
外観と構造の設計を行った。１９９５年から，同社
は新製品を開発するため，西安交通大学と提携
した。しかし，大きな成果が得られず，現在，
社内で自社製品開発を行い，一部の技術問題を
解決するために，西安交通大学に委託するとの
ような開発方針を取っている。
現在，バネ，ネジ，コイルなどの部品が外注
する以外，ほとんどの部品は社内生産している。
主力製品の小型電源遮断器の技術については，
電流に対する遮断技術が最も重要である。多く
のローカルメーカーが１５００Ａ～１００００Ａに対応
する製品しか生産できないが，同社は１５０００Ａ
の製品に対応できる技術を開発した。
２００８年３月に訪問した安徽昊方汽車空調電磁
離合器有限公司は１９９７年に設立され，中国カー
エアコン用クラッチ市場シェアの３５％を占めて
いる（２００７年の生産量２５０万セット，売上高２．５
億元）。同社のクラッチは１０シリーズで５００種類
になり，主に国内大手カーエアコンメーカーに
供給している。近年，国内自動車市場の成長に
より，同社製品の売上高は急速に伸びている。
立ち上げ当初は，国有企業技術者の引き抜きに
よって，クラッチ製造技術を獲得し，その後，
大手カーエアコン組立メーカーや機械加工メー
カーから技術人員を招聘し，既存技術の改良を
実施した。２００８年３月現在，同社は R&D人員
６０人規模の技術センターを設け，R&D投資の
売上比率は１０％を超えている。
カーエアコン用電磁クラッチは主にフィール
ドコアコイル組立，ロータ組立，アーマチュア
組立の３部品にて構成され，最大手の小倉クラ
ッチ（群馬県）は世界カーエアコンクラッチシ
ェアの３割以上を占めている。同社は粗加工，
精密加工，コイル加工，プレス，熱処理，組み
立てなどの５工場を有し，製品の内製率は５０％
となっている。鉄鋼，二極管・コイルは上海，
江蘇，浙江から調達し，ベアリングは日本精工
から購入し，金型は自社設計・加工を行ってい
る。クラッチのロータ成形については，一般的
に２～３回のプレス加工が必要となるが，同社
はプレス機械の改良により，一発でプレス成形
が可能となった。（これは小倉クラッチのプレ
ス技術より優れていることを意味している）と
いう。また，最低電圧７．８Ｖでカーエアコンコ
ンプレッサーの制御ができるクラッチを開発し
（他社が８Ｖ以上），国内カーエアコンクラッ
チ市場における技術の優位を確立している。
上記２社は，いずれも国有企業の技術者を活
用し，「集成型」イノベーションを通じて，製
品技術の改善を果たした。その電気・金属加工
技術の改善における外部技術の獲得および熟練
表５ 中国企業６社の事業概況とイノベーション類型
企業名 業種 所有形態 主力製品 コア部品（調達先）
イノベーショ
ン類型
温州光源電器 電子部品 民営中小企業 低圧電器 プリント基板（自社工場の内製）集成型
安徽昊方 自動車部品 民営中小企業 クラッチ ベアリング（日本精工） 集成型
深 市好易通科技 通信機器 民営中小企業 無線受信機 ＩＣチップ（海外企業） 集成型
合肥美菱 家電 国有大企業 冷蔵庫 コンプレッサ（国内企業） ミックス型
奇瑞自動車 自動車 国有大企業 乗用車 エンジン（子会社工場の内製） ミックス型
成都王牌汽車 自動車 国有大企業 トラック エンジン（東風汽車，第一汽車）集成型
出所：筆者作成
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工の存在は重要な役割を果たしたといえる。
（２）白物家電，電子通信メーカーの事例―コ
ア部品の外注による製品開発
中国無線受信機最大手の深 市好易通科技有
限公司は１９９３年に設立された（２００７年３月訪問，
従業員１５００人）。オーナーの陳氏は無線受信機
の代理販売から事業をスタートし，１９８０年代末
に深センで無線受信機の研究開発に力を入れ始
めた。しかし，開発資金の不足により，開発活
動は途中で中止した。１９９０年代の初め，中国で
モトローラ製無線受信機の販売が解禁され，そ
のビジネスチャンスをつかみ，陳氏はモトロー
ラ通信製品の中国代理販売に取り組んだ結果，
代理業務で得られた利益を開発経費に回し，無
線受信機の研究をようやく再開した。
同社は１９９５年に中国初の無線受信機，２００６年
には中国初のデジタル無線受信機を開発した。
無線受信機を製造する企業は，全国に１００社あ
り（深 ８社），激しい競争が見られる。現在，
好易通ブランドの無線受信機は２００７年に中国市
場シェアの３８％，世界市場の３％を占め，世界
８０カ国に輸出している。主力工場は無線通信機
１０万台／月の生産能力があり，１５０MHz～１０００
MHz帯の無線受信機を中心に量産している
（OEM生産も受けている）。アンテナ，金属製
部品，ケーブルなどの汎用部品は華南地域から
調達し，一部のコア部品（ICチップ）は輸入
に依存している。
同社は中国では最大の無線受信機 R&D部門
（R&D人員５００人）を有し，無線通信機を搭載
するソフトを社内で開発しており，すでに１０以
上の特許を獲得している。産学連携と外部 R&
D資源の獲得を狙うために，ハルビン工業大学
通信技術研究所と共同開発やハルビン工業大学
傘下の喬鵬技術公司を買収した。同社製品の技
術開発は「ミックス型」イノベーションの事例
として挙げられる。今後はコア部品の１００％内
製化が R&D部門の重要な課題になるという。
冷蔵庫生産中国４位の合肥美菱集団は１９９０に
設立され，その前身は１９８３年１１月に設立した合
肥冷蔵庫廠である（２００６年９月訪問）。同社の
冷蔵庫開発は，家電産業の「ミックス型」イノ
ベーションの事例として挙げられる。
１９９１年代の初め，中国の冷蔵庫メーカーは激
しい市場に直面し，コスト削減に注力し始めた。
２０００年以降，中国にはいくつかの家電産業集積
が形成され，冷蔵庫業界における大企業の寡占
状態も見られている。冷蔵庫の値下げ競争は，
企業に低収益の問題をもたらし，多くの企業は
製品の多様化，高機能化に努力しながら，海外
輸出にも取り組んでいる。
同社は年産冷蔵庫２００万台の能力を有し，中
国冷蔵庫市場シェアの約１割を占めている。社
内には「首席科学家制度」（開発チームリーダ
ー制），「研究開発委員会」などの制度を設け，
製品設計と機種改良の工夫がなされている。現
在同社は，３０シリーズ，１５０機種を市場に導入
し，平均月３機種のペースで新製品開発を行っ
ている。
工場には４つの混流型アセンブリーラインが
あり，１日２０時間（６時～２６時）稼働し，日産
２０００台の能力がある。部品の内製率（金額ベー
ス）は３０％に達し，鋼板（新日鉄），コンプレ
ッサは外部から購入している。現場従業員に対
し，毎年，研修計画，テスト計画を設定し，１
年ごとにポジションを交替している。賃金は基
本給（給料の６割）と出来高賃金（給料の４
割）で構成されている。製品の品質検査は，自
己検査，次の工程担当による検査，工程パトロ
ール検査などのプロセスを実施している。
同社の技術担当によると，「冷蔵庫の小売価
格は１９９０年代の３０００元台から２０００年の２０００元台
に下落している現状下で，同社は部品を１個ず
中国企業のイノベーションプロセス
２０３
つ研究し，部品点数の増加によるコスト上昇を
回避すべく工夫している」という。なぜ，コン
プレッサを内製化ないかと問うところ，「コン
プレッサ工場とアセンブリ工場の建設コストは
変わらないが，冷蔵庫はすでに成熟商品となり，
その競争力の源泉はコンプレッサの生産より，
むしろ顧客のニーズに応じた商品を低価格，か
つ迅速に投入することにある」という返答があ
った。これは中国家電業界における価格競争，
低収益の現実を示しているといえよう。
（３）自動車メーカーの事例―エンジンの外注
から内製へ
ローカル自動車メーカー奇瑞自動車（国有企
業）の成長は「集成型」イノベーションから
「ミックス型」イノベーションへの進化を示し
ている。
奇瑞自動車はわずか１０年間で完成車年産３５万
台，エンジン５０万台の生産能力を有し，国内乗
用車４位になった（２００８年２月訪問，従業員１
万９千人）。同社は最初，他社の自動車を解
析・吸収したうえで，自社ブランドの設計を行
った。生産設備を外部から購入し，エンジン・
トランスミッションなどのコア部品を含み，７５
％の部品を部品メーカーから寄せ集めている。
技術者は国内外大手自動車企業や海外から誘致
し，車体設計は台湾福 社やイタリアの Bertone
社，Pinintarina社などに委託されている。
同社が２００１年に開発した「奇瑞 QQ」は「集
成型」イノベーションの典型例として挙げられ
る。GM側は，QQの外観や仕様が「SPARK」
に酷似しており，「独自開発」とは認められな
いと主張したが，中国商務部は「奇瑞 QQ」が
独自の知的財産権を持つ製品であり，GM社意
匠権侵害嫌疑を否定した。
２００２年以降，同社の自動車開発はかつての他
社車種の解析から自社の設計とコア部品製造に
よる自動車開発に切り替え，「ミックス型」イ
ノベーションを目指している。同社はオースト
リアの AVL社と共同で「ACTECO」ブランド
のエンジンを開発した。そのエンジンは知的所
有権を有するガソリン，ディーゼルの２シリー
ズで，排気量別８００～４０００における１８タイ
プがある。また，「汽車工程研究院」を設け，
年間１０％以上の R&D率で高級車の開発に取り
組んでいる。奇瑞自動車のように，コア部品の
内製，デザインの委託設計，部品の外部調達と
のような自動車製造がローカル自動車メーカー
の主流になり，「ミックス型」イノベーション
も中国政府に提唱されている。
一方，２００８年３月に訪問した中型トラック国
内３位の成都王牌汽車股分公司（国有企業）は
現在「集成型」イノベーションの段階に位置し
ている。
同社は郷鎮企業の所有制転換の一環とし
て，１９９８年に設立された。主な製品は中型トラ
ック，特殊用途車，商用車であり，特に王牌ブ
ランドの中型トラック（５～１０トン）は年間６
万台の生産能力が形成され，東風ブランド，解
放ブランドと競争している。現在，プレス，溶
接，塗装，アセンブリの４工場を設け，トラッ
クのフレーム，キャブの部品，油圧シリンダー，
車内装飾品などの部品を内製している。エンジ
ンを東風汽車，第一汽車から購入し，シャジ，
ギアボックス，車軸などの主要部品を成都地域
から調達している。エンジンを内製しない理由
は，トラックの生産台数が一定的規模に到達し
ないと，赤字になるリスクが大きいからである。
同社は，中国西部市場のトラック需要に応じ
て，東風汽車，第一汽車の製品より低価格と短
納期およびデザインの多様化によって，ローカ
ル市場をキープしている。トラック製造につい
ては，ユーザーの需要（ボディとキャブの色，
荷室のサイズ）に応じて，受注生産を行ってい
２０４
る。また，製品競争力を高めるために，従来，
アオリ板，パン，キャプ合計７１０種類，１３色を
生産したが，現在それを５４３種類，７色に絞っ
た。こうして，標準化部品の点数が増え，生産
コストの削減が可能となった。同社は今後奇瑞
自動車の成長モデルを目指して，「ミックス
型」イノベーションへの移転に力を入れるだろ
うと考えられる。
５ 中国企業イノベーションの課題
以上見てきたように，模倣からスタートし，
知識の内部化，新しいコンセプトの発見に至る
プロセスは，中国企業の発展初期段階で採用せ
ざるをえないパターンになると考えられる。ま
た，いかに情報の内部化やアイデアをスピーデ
ィに商品化し，製品づくりに必要な部品を調達
するかは，イノベーション創出の鍵となる。し
かし，市場転換期に入ると，「ミックス型」イ
ノベーションが既存製品市場の需要縮小と競争
の激化による経営の悪化に伴い，継続すること
は難しくなるだろう。企業の「持続的成長」を
実現するためには，蓄積した資本・技術・経営
能力によるコア技術の獲得や新製品の創出，さ
らに経営革新に求めるしかないと考えられる。
戦後，研究開発の成果を見ると，RCA，IBM
などの欧米大企業研究所は巨額な研究開発投資
で業界をリードし，多くの発明やブレークスル
ーなイノベーションが企業に多大な利益をもた
らした。欧米企業と異なり，日本企業は，大学
に対する研究開発の期待が薄く，自前の技術開
発を重視する傾向がある。一方，中国企業が，
先進国の技術水準に追いつこうとする段階では，
「市場需要の存在による量産能力と低コスト製
品の提供を優先する，限りある資源で既存技術
を利用する製品づくりが効率的である」との理
由によって，基礎研究はあまり重視されなかっ
た。
１９９０年代以降，IT技術の進展とインターネ
ットの世界構築により，企業と外部のつながり
や外部情報の獲得が画期的に変化した。オープ
ン型のイノベーションで，多様な技術・企業情
報の入手ができ，大学・研究機関との提携・共
同開発やベンチャー企業に投資（M&A）する
ことなどを通じ，技術を獲得することが可能と
なる。したがって，基礎研究における膨大な経
費の投入と長い開発期間を回避し，外部から技
術・シーズを購入することができる。また，市
場ニーズに適応する新製品を開発する際に，社
内の研究開発資源を集中し，コスト削減を意識
しながら，製品機能や外観設計を行う。部品調
達において，電子取引で新製品の仕様と機能を
多数の部品メーカーに送り，部品メーカーが提
供した部品の仕様を選別し，コスト，品質，納
期が最適なものを決定する。
中国政府は「技術のイノベーションによる産
業発展」を唱え，知的財産権保護の意識向上や
R&D投入額と特許保有件数の増加など，すで
に一部の成果があげられている。しかし，中国
企業の研究開発投入は今後さらに増加する必要
がある。
上記の検討をまとめると，需要が存在する前
提条件の下で，中国企業は産業の成長期におい
て，要素価格の競争優位に適応する「集成型」
イノベーションを選択すべきである。また，産
業の成熟期になると，製品開発と市場投入のス
ピードがより重要となり，次第に「ミックス
型」イノベーションの選択が有効となるであろ
う。しかし，真の持続的成長を実現するために
は，ブレークスルーなイノベーションの創出が
より重要になり，中国企業は組織全体の資源が
利用可能な外部資源を統合させたうえで，イノ
ベーションシステムの構築に注力することが必
要である。
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いずれにしても，中国企業の成長においては，
イノベーション能力を重視する段階を必ず経由
しなければならない。先進国製品の模倣・解析
や外部イノベーション資源の採用など，一時的
成長を遂げたにも拘わらず，当該企業の需要条
件と要素条件から生じた変化により，いつか成
長の限界が向かってくるといえよう。したがっ
て，中国企業が新たな発展段階に向けての戦略
としては，「コストの競争」と「製品投入のス
ピードの競争」型成長を終え，「技術の競争」
型成長をめざすことであると考えられる。
１） 国科発火字［２０００］３２４号「国家高新技術
開発区高新企業の認定弁法」による。
２） 中国科技部ＨＰ（２００８年７月２９日）。
３） 国家統計局が発表した『企業創新専項調
査』（２００６年１０月２２日）による。
４） リバース・エンジニアリング（Reverse en-
gineering）とは，機械を分解したり，製品の
動作を観察したり，ソフトウエアを解析する
などして，製品の構造を分析し，そこから製
造方法や動作原理，設計図，などを調査する
ことである。
５） 新華網（２００６年９月１４日）。
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